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行政法解釈権における裁判所と行政機関の
相克（1）
――ゴーサッチ最高裁判事のシェブロンへの立ち位置を
素材として――
富井　幸雄
制定法を解釈して行政機関の管轄権と実体的権限を決定する適切な役割は、憲法上の権
力分立原理と、司法の職務と領分（function and province）に符合していなければならな
い―ケネディ最高裁判事 1）
法の解釈こそ、裁判所の適当にして固有の領域である―アレキサンダー・ハミルトン 2）
アメリカは制定法の共和国である―W. エスクリッジ 3）
Ⅰ　はじめに―ゴーサッチ最高裁判事の就任
　2017 年 1 月 31 日、前年に急逝した A
スカリア
ntonin Salia 最高裁判事の後任に、ト
ランプ大統領は、N
ゴーサッチ
eil Gorsuch 第 10 連邦控訴裁判所判事（2006 年にブッシュ
（第 43 代）が任命）を任命した。同職以前は法務省第 3 位の法務次官首席補佐
1）　Pierra v. Sessions, 138 S. Ct. 2105, 2120（2018）（Kennedy J., concurring）.
2）　J・マディソン、J・ジェイ、A・ハミルトン／齋藤眞・武則忠見訳『ザ・フェデラ
リスト』（福村出版、1991 年）379 頁（第 78 篇、ハミルトン）。
3）　WILLIAM N. ESKRIDGE, JR., INTERPRETING LAW?A PRIMER ON HOW TO READ STATUTES AND THE 
CONSTITUTION 1（2015）. 「つまり、アメリカ人が従わなければならない法のほとんどは
制定法（legislation）―制定法の直接の命令、もしくは制定法を履行する行政機関が
発する規則の要請―に源を発する。これは、ビジネスや個人、そして政府官吏が従
っていた規範が裁判官の形成した法つまりコモンローであった制憲期からは、大き
な変化である。時を経て、制定法と行政機関の規則がコモンローにとってかわった
のだ。第 2 次大戦以来、制定法は適用される法の領域をそうなめした（swept）ので
ある」。Id. See also, ANTONIN SCALIA, A MATTER OF INTERPRETATION 13（1997）. 
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官にあって、政府の民事訴訟を監督する次官の職務を補佐していた。
　ゴーサッチは、B
カバノー
rett Kavanaugh（2018 年秋、最高裁判事に任命）同様、大
統領権限をはじめ執行権の憲法や法の解釈を尊重し、司法はそれに敬譲すべき
だとするスカリアのような保守派とされる。4）ただし、ゴーサッチはスカリア
とは袂を分かつ。5）ゴーサッチは、司法権は行政法の規定が曖昧であるとき執
行権がなした解釈に敬譲すべきとしたシェブロン対資源保護協会最高裁判決
（以下「シェブロン」）に、6）否定的なのである。7）一方で、制定法の解釈ではスカ
4）　最高裁判事を保守派とリベラル派に分ける思考は一般的であるけれども、そこで
の保守とかリベラルとかの概念は明確ではない。もとより、保守やリベラルは、そ
れ自体、一枚岩ではない。会田弘継『追跡・アメリカの思想家たち』（新潮新書、
2008 年）、同『破綻するアメリカ』（岩波現代新書、2017 年）、同訳の、ラッセル・カ
ーク『保守主義の精神　上・下』（中公選書、2018 年）、参照。カークは、エドマン
ド・バーク＝保守主義を軸として英米の保守思想家の展開を分析する。カークは、
保守思想は、①個人の良心および社会を統べる超越的秩序あるいは自然法への信頼
②人間存在の豊かな多様性および神秘への愛情③文明社会に不可欠の身分秩序と階
級④自由と財産が密接に関連していること⑤伝統的な定めへの信頼と抽象的な急進
的社会設計思想への不信⑥変化が健全な改革ではないこと、との 6 つの規範を有す
るとする。同書（上）、23-25 頁。スカリアを保守派だというとき、ニューディール
で正当化された、市場の失敗を是正するための官僚を背景とした規制権の強化や福
祉国家のアプローチを批判し、E・バークを信奉して制憲時の憲法上の概念を重視
する要素をもつイメージで保守的とされる。RICHARD A. BRISBIN, JR., JUSTICE ANTONIN 
SCALIA AND THE CONSERVATIVE REVIVAL 3-7?1997?. 
5）　Heather Elliott, Gorsuch v. Administrative State, 70 ALA. L. REV. 705（2019）. ゴー
サッチはスカリアを師と仰ぐものの、行政法ロイヤーとしてのスカリアとは、生い
立ちやキャリアは対照的である（ゴーサッチは行政機関でのキャリアがなく、司法畑
である）。Id. at 708-715. ゴーサッチはスカリアの生霊（doppelganger）ではなく、自
らがよって立つ保守主義や原意主義に、最高裁の傾向を変えるほどではないけれど
も、変革をもたらす予感があり、この任命はトランプ最大の功績といえるとも評さ
れる。Sai Prakash and John Yoo, Gorsuch Makes a Mark on the Court, WALL St. J. 
June 29, 2017. https://www.wsj.com/articles/gorsuch-makes-a-mark-on-the-
court-1498775989
6）　Infra note 57. 
7）　Ilya Somin, Gorsuch is right about Chevron Deference, WASH. POST, March 25, 
2017. https://www.washingtonpost.com/news/volokh-conspiracy/wp/2017/03/25/gor-
such-is-right-about-chevron-deference/?noredirect=on
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リアばりの文言主義（textualism）であり、憲法解釈も原意主義（originalism）
である。8）
　通常、最高裁判事任命の承認のための上院聴聞会では候補者の憲法観、とく
に妊娠中絶や銃規制に対する立場が熱く問われる。ゴーサッチにあってはシェ
ブロンへの立ち位置が注目された。9）シェブロンには、最高裁判事も含めた司
法界、政界、学界の、これを行政国家の権化だとする「反行政主義（anti-ad-
ministrativism）」の立場から、批判や疑問が提起されている。10）同僚の保守派判
事 C
トーマス
larence Thomas もこれに列する。11）行政法の原理とされるシェブロンは行
政国家の象徴である一方で、これへの批判も台頭しているのを見る。
8）　M. Alexander Pearl, Originalism and Indians, 93 TULANE L. REV. 269?2018?.
9）　Nomination of the Honorable Neil M. Gorsuch to Be a Associate Justice of the Su-
preme Court of the United States, S. Comm. On the Judiciary, Mar. 20-23, 2017. 
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CHRG-115shrg28638/pdf/CHRG-115shrg28638.
pdf. Confirmation Hearing on the Nomination of Hon. Neil M. Gorsuch to be an Associ-
ate Justice of the Supreme Court of the Unites States: Hearing before the Comm. on 
the Judiciary, 115th Cong. 201（2017）. See also, Trevor W. Ezell and Lloyd Marshall, If 
Gorsuch Falls: Judge Gorsuch ad the Administrative State, 69 STAN. L. REV. ONLINE 
171（2017）. もっとも、シェブロンへの立ち位置が就任賛否の基準ではなかろう。た
だ、執行権強化をねらうトランプに反対する人にはアピールしたといえる。Somin, 
supra note 7.
10）　Gillian E. Metzger, Foreword: 1930s Redux: The Administrative State under 
Siege, 131 HARV. L. REV. 1, 8-51（2017）. 同論稿は反行政主義者（anti-administrativist）
とラベリングする。この動きは政治、司法、そして学界で進行中であるとする。Id. 
at 46-47.
11）　シェブロンへの立場が完全否定ではないアリトー、明確でないカバノーを含め、
トーマスやゴーサッチ、そしてロバーツが、シェブロンからの脱却を行うかもしれ
ないとする。Elliott, supra note 5 at 730. ゴーサッチは、保守派筆頭格のトーマスと
同列と自認している。Greg Stohr, Gorsuch joins Thomas as Supreme Court’s New 
Conservative Anchor, BLOOMBERG, June 27. 2017.  https://www.bloomberg.com/news/
articles/2017-06-27/gorsuch-joins-thomas-as-supreme-court-s-new-conservative-an-
chor　See also, Brent Kendall and Jess Bravin, Justice Neil Gorsuch Leans Conser-
vative, Fulfilling Expectations, WALL ST. J. June 27, 2017.  https://www.wsj.com/arti-
cles/justice-neil-gorsuch-leans-conservative-fulfilling-expectations-1498604442
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　ゴーサッチの最高裁判事就任で、行政国家にあって、アメリカ行政法の解釈
がどのように展開するか、統制としての司法はその法解釈の権威を対執行権の
関係でどう取り戻そうとするのか。12）本稿はゴーサッチのシェブロンへのネガ
ティヴな態度に着目し、彼のこれまでの行政法解釈のアプローチの一側面を腑
分けして、行政国家に否定的な保守的法曹をいただくアメリカ公法学の現代的
位相を探ってみようとするものである。13）ゴーサッチのシェブロンへの挑戦は
行政国家批判にとどまらず、行政法解釈権を権力分立の原点に立ち返って司法
権に取り戻そうとする憲法論の試みともいえよう。行政が法を解釈して実行し
ていくのは必然であるとしても、法の帝国の中心はつねに司法の判決形成にあ
る。14）これは法治国家のコアなのである。
　行政行為の司法審査はマーベリ判決（1803 年）にさかのぼる。15）これによって、
司法権に法令の違憲審査権が刻印される。本件ではその前提として司法権は執
行権がなした裁判所法の解釈を検証しなければならず、裁判所が始審的に（de 
12）　本稿は連邦憲法での司法権と執行権の関係を対象とする。執行権は大統領にあり、
憲法上大統領は連邦行政機関（agencies）が適正に法を執行しているかに留意する責
務を有するけれども、現実の行政はこれら行政機関の長の判断でいわば断片的にな
されている。また立法によって大統領自身が法を実現し執行する、つまり行政をし
ている。Elena Kagan, Presidential Administration, 114 HARV. L. REV. 2245（2001）. 富
井幸雄「法律を執行しない大統領の権限―法誠実執行配慮条項との関連」法学新報
124 巻 5・6 号 51 頁、2017 年。本稿で、執行権は三権の一ブランチをイメージし、
行政権というときは行政機関（agency）の法執行を想定する。
13）　シェブロン＝保守主義とラベリングするのは後にみるように正確ではなかろう。
ゴーサッチもシェブロンの敬譲型が保守だとかリベラルとかの問題とは意識してお
らず、ただシェブロンは保守的な判断とされていることに注目する。Senate Hear-
ing, supra note 9 at 201.
14）　RONALD DWORKIN, LAW’S EMPIRE 407?1986?. Vermuele?????????????
?????????????????????????????????????
?????????????????????????????????????
?????????????????????????????ADRIAN VERMEULE, 
LAW’S ABNEGATION: FROM LAW’S EMPIRE TO THE ADMINISTRATIVE STATE（2016?.
15）　Marbury v. Madison, 6 U.S. （1 Cranch） 137（1803）.
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novo）行政法を解釈しているのである。16）裁判所は何が法であり、また制定法の
意味が何であるかを探求し、これを判断し確定させる有権的機関であるとされ
てきた。17）行政権がすでになした制定法解釈であっても、司法権は問題となっ
ている行政法をきっちりと自ら解釈しなければならないモデルが提示され
る。18）1946 年制定の行政手続法（APA）は、「審査する裁判所は、すべての法問
題について判示し、憲法および制定法の規定を解釈し、行政行為について文言
の意味や適用性を判断するものとする」と規定している（5 U.S.C. §706（2017））。
　一方、裁判所は、行政機関が行動者と指定されているところで、自らの判断
を行政機関のそれにとって替える権限を付与されているわけではないことにも
注意しなければならない。19）われわれは、司法権が憲法上配分された権限を越
16）　Id. at 177. 「何が法であるかを述べることは司法部の確固たる義務である」。Id.
17）　Id. at 177-78.
18）　「歴史は、…憲法 3 条の司法権は行政権の法解釈に決して譲歩できないとの…
包括的な断言に真っ向から対抗している」。Henry P. Monaghan, Marbury and the 
Administrative State, 83 COLUM. L. REV. 1, 17（1983）. 同論文は以下の点で本稿と関心
を共有する。「憲法は制定法の解釈において行政機関と裁判所との権能配分をいかよ
うにコントロールしているか」。Id. at 5. マーベリ判決は、大統領の権限を制限する
議会の権能とこれらの制限を解釈し執行する裁判所の権限を肯定することで、アメ
リカ行政法の基礎を築いたのであり、執行権による人権毀損を救済する司法権限を
正当化した。Harold H. Bruff, Judicial Review and the President’s Statutory Pow-
ers, 68 VA. L. REV. 1, 9-10?1982?. See also, Aditya Bamzai, Marbury v. Madison and 
the Concept of Judicial Deference, 81 MO. L. REV. 1057, 1059（2016）.  マーベリ判決は
憲法判断では司法のそれが優越する原理を提示したことになるけれども、立法府や
執行府の独立した憲法解釈権を否定したわけではなく、司法の憲法判断の拘束力が
当該事件や当事者を超えて有するかについては判断していないことに留意したい。
William Wade Buzbee, Note, Administrative Agency Intracircuit Nonacquiescence, 
85 COLUM. L. REV. 582, 595（1985）. マーベリ判決を書いたマーシャル判事も、「裁判所
の領分はたった一つ、個人の権利について決定することであって、裁量が認められ
ている義務を執行権ないし執行権の官吏がどのように遂行するかを探索することで
はない。本質的に政治的もしくは憲法や法によって執行権に付託された問題は、決
して本法廷で判断されうることはない」としている。5 U.S.（1 Cranch）, at 170. 無論、
マーベリ判決は憲法判断において他の機関の敬譲を原理とするとしたものではない。
19）　Citizens to Preserve Overton Park Inc. v. Volpe, 401 U.S. 402, 416（1971）.
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えれば抑制と均衡を乱し、行政機関の効率性を損なう結果に陥る危うさも承知
している。20）行政法の解釈には行政機関と裁判所の健全な関係を構築し維持し
ていかなければならず、ここに権力分立と制定法解釈の問題が有機的に関係し
てくる。21）制定法解釈は司法権の独占場ではなく、執行権（executive）にあっ
てもそれは内包される。22）
　行政権の制定法解釈に敬譲した（deferential）司法審査は、伝統的司法観に
は逆行する感がある。建国以来 20 世紀半ばくらいまでは、通例、de novo で
あった。23）敬譲型勃興の背景には行政国家があり、法解釈機関たる司法が行政
権のなした解釈をスルーさせるようになっていく。24）モナハンに倣って、敬譲
を以下のように認識しておく。25）それは個別の事件に応じて適用される制定法
20）　以下のように言い換えることもできる。「裁判所は法問題について正しい答えを
得るために全力を尽くす義務がある。しかし時に、行政権の解釈が正しい答えの良
い証拠となる」。Gary Lawson, The Return of the King: The Unsavory Origins of 
Administrative Law, 93 TEX. L. REV. 1521, 1544?2015?.
21）　シェブロンは、「権力分立制での司法部の役割についての理解の中核をつく」争
点を提示している。Thomas W. Merrill, Judicial Deference to Executive Precedent, 
101 YALE L.J. 969, 993?1992?.
22）　Trevor W. Morrison, Constitutional Avoidance in the Executive Branch, 106 
COLUM. L. REV. 1189, 1190（2006）. 以下を引用している。「議会によって制定された法
を立法の命題を履行するために解釈することは、法の執行（execution）のまさに本
質なのである」。Bowsher v. Synar, 478 U.S. 714, 733（1986）.
23）　Aditya Bamzai, The Origins of Judicial Deference to Executive Interpretation, 
126 YALE L.J. 908, 914, 930-965（2017）; Mark Tushnet, Administrative Law in the 
1930s: The Supreme Court’s Accommodation of Progressive Legal Theory, 60 DUKE 
L.J. 1565, 1584（2011）; Ann Woolhandler, Judicial Deference to Administrative Ac-
tion-A Revisonist Theory, 43 ADMIN. L. REV. 197, 206-207?1991?.
24）　Bamzai, supra note 23 at 917, 966-999. 敬譲型は 20 世紀半ばあたりから始まり、
裁判所は慣習的に執行権の解釈を尊重し、あるいは mandamus（職務執行命令）基
準が執行権への敬譲を義務づけるといった原理にのらずに、伝統的に事実認定には
執行権の判断に敬譲する精神が法解釈についても類推されるようになった。Id. at 
917.
25）　Monaghan, supra note 18 at 5. M. VILE, CONSTITUTIONALISM AND THE SEPARATION OF POW-
ERS 328?1967?. ???????????????????????????????
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解釈のルールの一つである一方で、行政機関の解釈が斟酌されるか否か、行政
機関の解釈はどこまで裁判官の制定法解釈を支配するのか、の問題について、
「司法判断の行政権による置き換え（administrative displacement of judicial 
judgment）」を認めるもので、制定法の文言が明確でないとき、行政権の解釈
が合理的である限りは、司法はそれを正当として敬譲するということである。
この対極が de novo の非敬譲型あるいは独立判断型で、裁判所は独自の視点か
ら行政権の解釈とは別に改めてしっかり解釈するモデルである。そして、憲法
や制定法の解釈では司法権は、ニューディール以降、立法権や執行権に敬譲す
る傾向にあったが、明白に司法優越タイプに裏打ちされた、他の機関の解釈か
ら独立した積極的な憲法や制定法の解釈を行う傾向にあると分析される。26）
　権力分立は一義的規範原理であるわけではなく、27）政策原理でもあるから、
その解釈は一様ではない。28）制定法解釈での司法の役割に確固たる理論がある
??authoritative equality）?????????????????????????
?????????????????????????????????????
??????????????????????????????????????
?????????????????????????????????Id.
26）　Robert A. Shapiro, Judicial Deference and Interpretative Coordinacy in State 
and Federal Constitutional Law, 85 CORNELL L. REV. 656, 669, 716（2000）. 問題は、「特
定の政府行為の有効性を審査するときに、裁判所は完全に独立した判断をなすべきな
のか、それとも他の部門の憲法判断に何らかのレヴェルで敬譲を提供すべきなのか」
なのである。Id. at 664.
27）　権力分立法理（判例も含む）ははっきりせず（puzzling）、ルールと基準のルーテ
ィンのサイクルであって、規範的多元主義（normative pluralism）と重厚な政治環境
（thick political surround）に根差すことを基盤としながら、形式主義と機能主義
（functionalism）の2 分論で揺籃し合理的な再構築をなそうとする営みだとされる。
Aziz Z. Huq and Jon D. Michaels, The Cycles of Separation-of-Powers Jurispru-
dence, 126 YALE L.J. 346?2016?.
28）　マディソンは権力分立を語るとき、このことをわきまえていたようだ。彼は、3
権分立が 3 機関の独立不可侵を絶対原理とする議論は誤りであると批判し、「ある部
門の全権限が、他の部門の全権限を所有するものと同じ手によって行使される場合
には、自由なる憲法の基本原理は覆される、ということ以上には出ないのである」
（強調略）としている。ザ・フェデラリスト、前掲（2）書、236 頁（第 47 篇、マディソ
ン）。
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わけではなく、制定法解釈の方法も安定しているものではないし、憲法構造の
中で司法の役割をどうみるかといった、政治的ダイナミズムの理解ともかかわ
ってくる。29）ただ行政法の解釈は、立法の違憲審査権と同様に、司法と行政、
さらに立法のそれぞれの機能や役割を意識した権力分立論の上に成り立ってお
り、そこに行政国家という現代的な権力分立の変容という変数が入り込んだと
き、どう考えるかが問われることになる。30）
　本稿は大きく 2 つのパートからなる。前半（Ⅱ、Ⅲ）は、シェブロンが提起
した司法と行政の法解釈権の関係に 2 つのモデルがあることを確認し、その意
義を検討する。31）行政法の解釈に司法権の敬譲型を確立させたシェブロンは、
行政国家における司法と行政の法解釈権の配分に関するステレオタイプとなっ
ており、アメリカ行政法の一側面を形成していることを確認する。このシェブ
ロンを法廷意見を書いた J
スチーブンス
ohn Paul Stevens の目線から整理する。シェブロン
を称賛するのがスカリアで、行政法解釈のアプローチについて両判事の異同を
検討する。そして、シェブロンの射程を整理することで、敬譲型がどのような
29）　Jonathan T. Molot, The Rise and Fall of Textualism, 106 COLUM. L. REV. 1, 6
（2006）；Adrian Vermeule, The Cycles of Statutory Interpretation, 68 U. CHI. L. REV. 
149, 149-150（2001）. 「制定法解釈のいかなる理論も根本は憲法理論である。それは
まさに最低限、解釈を形成する正当な機関の役割と正当な機関の手続のセットを前
提としなければならない」。Jerry Mashaw, As if Republican Interpretation, 97 YALE 
L.J. 1685, 1686?1988?.
30）　察するに、アメリカには行政法が現代社会で「茸のように続々と生まれ膨張しつ
つあること」への警戒が潜在しており、コモンロー的な司法での究極的救済が失わ
れるのではないかとの懸念が、官僚制批判とともにあるのであろう。カーク、前掲
（4）書（上）、205-206 頁、参照。行政国家はそもそもいい悪いとの議論の対象ではな
く、事実や現象を説明する概念であって、これを前提に立憲主義をどう運営させて
いくかがここでの課題であり、執行権内部そして議会によるチェックとコントロー
ルが肝要である。高橋和之『現代立憲主義の制度構想』（有斐閣、平成 18 年）3 頁。
事件性を有したケースでの限定的なかかわりになるけれども、司法がその中で法解
釈機関との本来的責務をどう果たしていくのかの関心である。
31）　Ⅱは、筆者が 1991 年に提出した LL.M. 論文（Statutory Interpretation and Sepa-
ration of Powers, LL.M. Thesis, 1991 Indiana University, School of Law.）の一部を大幅
に加筆修正したものである。
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場合に適用されるかといった敬譲型の正当性と限界を考察する。後半（Ⅳ）は、
シェブロンが行政国家の司法と行政の法解釈権の配分のモデルとされる通説に、
どのような批判があるか、法学の議論を一瞥したうえで、ゴーサッチがシェブ
ロンをどのような視点から批判しており、それにいかなる意義を見出せるかを
検討する。
　行政権の統制は公法学の中心課題である。32）行政は制定法の執行であり、そ
の際には授権法規を解釈すること（我が国の伝統的行政法学のタームでは第 1
次判断権（厳密にはそのうちの法解釈であり事実認定は除く））が先行し、行政
権は法解釈を行わなければならない。行政権は制定法の解釈権を前提としその
行使で必然的に立法的機能を果たすし、一般的な政策形成を行う。行政訴訟で
は法問題を解決すべく、この第 1 次判断権が正しく行使されたかが検証される。
シェブロンは授権法規が曖昧であるとき行政に裁量が広く認められて、行政権
の第 1 次判断権を最大限尊重する法理である。法問題を判断する司法がすでに
なされた行政権の法解釈にどこまで踏み込めるかが、行政国家における司法審
査の課題となる。これは権力分立の問題である。
　行政国家にあって行政法の解釈は司法の専権ではなく、1 次的には行政権に
ある。事実認定の専門性を考えると、個別具体的な行政法の解釈は行政権が優
れているともいえる。行政法の解釈は、司法権ではなく行政権で有権的になさ
れることに留意しなければならない。これは行政国家の一面であり、行政法の
究極の解釈権の配分を行政と司法でどうとらえるかが問題なのである。本稿は、
行政国家にあるこの問題を憲法の権力分立論からとらえる試みである。
　現代国家において執行権は、その核となる法律の執行にとどまらず、立法や
司法の権能も十分に行使している。それは権力分立の関心を呼び起こさずには
32）　行政裁量の問いはつまるところ、官僚制を代表や公平といった民主的価値を通し
てアカウンタビリティを確保するとともに効果的に動かすにはどうするかであって、
行政裁量はどれくらい適切なのか、規制者を最もよく規制するにはどうするか、な
のである。SCOTT ALLEN CLAYTON, JUDICIAL REVIEW OF ADMINISTRATIVE DISCRETION: HOW JUS-
TICE SCALIA AND BREYER REGULATE THE REGULATORS 1?2015?.
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いられないけれども、制定法の授権があることで憲法上はとりあえず事なきを
得ている。そうした議会の意思があれば、司法が事を荒立てることはない。議
会の制定法が権力分立を崩しており、そうした行政国家現象を立法府も司法府
も黙認する構造があるともいえよう。行政権の基盤は議会の制定法であるから、
行政は制定法なきところでは動けない。問題は議会の授権の仕方であり、行政
に権限を付与する法文は必ずしも一義的ではない。行政は権力を行使するには
まず制定法を解釈しなければならず（第 1 次判断権）、その果実たる解釈に基づ
いて行動している限りは、権力分立からの批判を免れる。かかる行政権の解釈
が正しいかのチェックは不可欠で、これが司法の役割にほかならない。
　こうした問題をゴーサッチの議論を素材として考えるのが本稿である。アメ
リカ連邦最高裁判事は、司法界はもちろん政治にも社会にも影響力を持つ。し
たがって誰がそのポストにつくのかは、政治問題にとどまらず憲法の展開の行
方からも関心を払わずにはいられない。本稿はゴーサッチの今後の判決を予想
するものではない。33）行政国家は、目まぐるしい委任立法や行政裁量の現出を
目にするとき、議会の制定した法を行政が解釈する形で形成されるものである
ことを認識したうえで、その制定法の解釈は司法でどのように審査されるのか、
その密度はどうなのかを問題にする。34）ゴーサッチの最高裁入りで行政国家の
拡大に疑義が示され、連邦の官僚制の機能にインパクトがもたらされるであろ
うが、35）本稿はこれを予見したり分析したりするものではない。36）シェブロンを
33）　こうした関心からのゴーサッチの分析として、Andrew Nolan et als., Judge Neil 
M. Gorsuch: His Jurisprudence and Potential Impact on the Supreme Court, CRS 
7-5700, R44778, Mar. 8, 2017; Dian S. Sykes, Our Newest Justice: Some Thoughts on 
Justice Gorsuch’s Debut Opinions, 69 CASE WES. L. REV. 1?2018?.
34）　行政国家にあって議会はその立法権限を広範に委任しようとしてきたし、裁判所
もこれを是認してきたけれども、行政機関が授権法の枠内で委任された権限を行使
したかをはっきりさせる審査は、依然として裁判所がなす。Ethyl Corp. v. EPA, 541 
F.2d 1, 68（D.C. Cir. 1976）（Leventhal, J. concurring）.
35）　David J. Reiss, Gorsuch, CFPB and Future of the Administrative State, Feb. 10, 
2017. https://works.bepress.com/david_reiss/92/
36）　Jonathan T
タ ー リ ー
urley はゴーサッチ就任賛成の証言で、われわれはスカリアのコピー
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行政国家の象徴ととらえたとき、執行権の制定法解釈権を司法がどう尊重する
のか、そしてこれは権力分立からどう理解されるのか。ゴーサッチはこれに一
石を投じるのである。
Ⅱ　敬譲型の確立―シェブロン
1　2つのモデル
　行政国家はニューデイール期以降、顕著である。37）「真の行政国家の誕生はニ
ューディールにさかのぼる」（スカリア）。38）ニューディールは立法、司法、行政
の機能を併せ持つ行政機関をはるかに多く生み出すようになった。39）行政機関
は規制権限の行使のみならず、広範な立法権能として規則制定権を制定法によ
って授権される。40）行政機関はその行使において、インフォーマルルールメイ
キングを多く用いて自らの判断で授権法規を解釈する。41）議会は曖昧な法文で
ではなく、最高裁に自らの権利で知的にけん引するに（intellectual force）足りる人
物を探しているとする。Senate Hearing, supra note 9 at 452.
37）　JAMES O. FREEDMAN, CRISIS AND LEGITIMACY: ADMINISTRATIVE PROCESS AND AMERICAN GOV-
ERNMENT 4-6（1979）. アメリカの行政法は 20 世紀初期、コロンビアの Frank Goodnow、
シカゴの Ernst Freund、ハーバードの Felix Frankfurter によって台頭したとする。
Id. at 259. 同書は、行政過程の優越性（行政国家の発展と言い換えうる）は、権力分
立の憲法規範の不可侵性、争訟の公平な裁決のための裁判的審査手続の受容性、そ
して官吏のアカウンタビリティとの整合性の危機を招いたことを指摘している。ニ
ューディールは憲法改正に相当するような立憲統治機構の変更をもたらした。Cass 
R. Sunstein, Constitution after the New Deal, 101 HARV. L. REV. 421, 447-8?1987?.
38）　Antonin Scalia, Historical Anomalies in Administrative Law, 1985 Y.B. 103, 106
（1985）.
39）　DAVID A. STRAUSS, THE LIVING CONSTITUTION 122?2010?.
40）　これが行政国家の重要な要素であることを鵜飼信成は見抜いている。鵜飼信成
『行政法の歴史的展開』（有斐閣、昭和 27 年）221 頁。鵜飼は、司法過程に対立する行
政過程、つまり経済的強者に対する規制的権限の効率的な行使からアメリカ行政法
と行政国家の成立を描いている。同書、第 6 章。
41）　後に見るように、スカリアの敬譲型の正当化の理論には、アメリカの行政国家へ
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規則制定の権限を行政権に授権し、これを行政権が解釈して法を執行する行政
過程を形成する。42）行政機関は立法を第一次的に解釈していく。行政機関の裁
量権とはこのように授権法規の解釈にほかならない。こうした局面は、法の解
釈という行政過程の内部的な、そして解釈者である行政官の心理的な次元に及
ぶものであるから、外部である司法権がメスを入れるのは至難の技となる。43）
司法審査が困難となるこうした行政国家はそもそも違憲で、権力分立を大きく
踏み外すとの批判もある。44）とまれ、そうした権限を行使する前提としての行
の変遷を重視することが前提となっている。「行政権への広範な委任は、現代の行政
国家の証（hallmark）である。行政機関の規則制定はかつて例外と見られたが、今や
原則（rule）にさえなっている。しかも夥しい数の省庁が示しているように、われわ
れは行政機関の“専門家（expertises）”で溢れているのである」。Antonin Scalia, Ju-
dicial Deference to Administrative Interpretation of Law, 1989 DUKE L.J. 511, 516-
17. サンスティンは、シェブロンは司法から行政機関への法制定権の 20 世紀的シフ
トという、自然の成長だと理解するのが最善であるとする。Cass R. Sunstein, Chev-
ron Step Zero, 92 VA. L. REV. 187, 205-206?2006?.
42）　わが国でいえば、行政行為あるいは権力的活動のために個々の案件について具体
的な事実関係を認定し、これに適用される行政法規範を解釈して当該事案に応じた
具体的明確なルールを導き出し、これを事案に適用することで法を実現する過程で
ある。曽和俊文・山田洋・亘理格『現代行政法入門（第 4 版）』（有斐閣、2019 年）
152 頁。「客観的で信頼できる実体法的コントロールを確保するためには」、裁判所
による適法性審査が不可欠だとする。同上、154 頁。
43）　わが国の行政法学では裁量行為の限界として、重大な法規違反や比例平等原則違
反、要件事実の重大な誤認があげられ、そうした観点から行政機関の法解釈権の統
制の問題を考えて行くこともできよう。結局、法律による行政の原理から、行政機
関の法執行は授権法規に適合したものでなければならないのはもちろん、それにと
どまらず、行政による制定法解釈がそのまま具体的な法執行となるのであるから、
具体的な合理性や正当性も要求されよう。橋本公亘はこのことを早くから指摘して
おり、行政機関の法解釈権の行使に対する統制としての正当性の基準を示唆してい
る。橋本公亘「行政法における法と政治」ジュリスト 169 号 34 頁以下、1959 年。
同「行政法の解釈と運用」同『公法の解釈』（有斐閣、1987 年）62 頁、78 頁以下。
44）　Gary Lawson, The Rise and Rise of the Administrative State, 107 HARV. L. REV. 
1231（1994）. 制限政体の死（法が何たるかを宣言する領域が議会でなく大統領にな
っている）、委任禁止法理の死（議会立法権独占主義の忘却）、一元的執行権の死（大
統領が行政機関を支配できていない）、司法権独立の死（執行権が司法機能を果たし
ている）によって、立憲政府は死んだとする。Id. at 1233-1249. かくなるうえは、憲
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政機関自身による授権法の解釈を、行政法に関しては第 2 次的な（ある意味で
はあとづけ（second thought））解釈機関である裁判所が審査する制度は、権力
分立から導かれる。45）
　行政法解釈をめぐる権力分立は、行政権対司法権の関係に限定されるもので
はない。制定法は国民の代表機関である議会によって制定された国民の意思で
あるから、制定法の意図に反する解釈はいかなるものも許されない。行政機関
が第 1 次判断権として行政法を解釈したことに対して裁判所が改めてその行政
法を解釈できるかが、ここでの問題である。これには、行政国家を重視する行
政機関の判断を尊重する敬譲型（deferential）と、裁判所の有権性を認める独
立判断型（nondeferential/de novo）の2 つのアプローチがある（ダイバー）。46）
　ダイバーは、まず権力分立を巻き込んだ制定法解釈の議論の変遷を説明する。
行政国家が成立する以前は、この問題は裁判所と議会の間での法創造の適切な
配分という制度的側面に関連づけられたものであった。行政国家では、「行政
機関と裁判所のどちらが制定法解釈についてより大きな権威（authority）を行
使すべきか」になった（550-51）。解釈権の適正な配分（interpretive authority）や
裁判所の態度には、独立判断型（independent mode）と敬譲型（deferential 
mode）の2 つがあるとする（551-52）。47）
法か行政国家かの選択になるが、ニューディールは後者を選択し、これが踏襲され
る。この選択が最善かは良識（moral）の判断が待たれるとする。Id. at 1254.
45）　「執行権内部における統制も無論存在するが、行政機関が如何にわれわれの憲法
のフレームワークの内において、理論的にも実務的にも自由と進歩といった価値に
調和するように適応したかの説明の機会をもつのは、唯一最高裁判所のみである」。
Sidney A. Shapiro & Richard E. Levy, Heightened Scrutiny of the Fourth Branch: 
Separation of Powers and the Requirement of Adequate Reasons for Agency Deci-
sions, 1987 DUKE L.J. 387, 440. なお、橋本公亘『米国行政法研究』（昭和 33 年、有信
堂）4 頁、参照。
46）　Colin S. Diver, Statutory Interpretation in the Administrative State, 133 U. PA. 
L. REV. 549（1985）. 以下この項では本文で括弧に引用頁を示す。
47）　本稿は、独立判断型を de novo と同義とみる。ダイバーは、独立判断型の典型的
な判例として、Barlow v. Collins, 397 U.S. 159（1970）をあげ、敬譲型のそれとして、
Udall v. Tallman, 380 U.S.1 （1965）をあげる。Barlow v. Collins は、食品農業法（Food 
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　独立判断型では、制定法が曖昧であれば、裁判官はその制定法の立法意思
（legislative intent）や目的（statutory purpose）を検討して、自らの制定法解釈権
＆ Agriculture Act）に基づいて手当を受けている原告ら小作農民（tenant farmers）が
農務長官の制定した規則を争ったもので、原告らにこの規則を争う原告適格が認め
られるとした。その際、原告適格を明確に否定する議会の意思が見出されない限り、
司法審査は排除されないと同法を解釈した。「行政機関の行為が審査され得るかは、
しばしば議会の意思という困難な問題を提示する。そして裁判所は議会が明示もし
くは黙示で司法審査を排除したか、あるいは攻撃されている［行政機関の］行為が
完全に行政機関の裁量であるとしたのかどうかを判断しなければならない」。397 U. 
S., at 165. ダグラス判事はこのように述べ、裁判所の制定法解釈権を前面に押出す。
「唯一あるいは主要な争いが制定法の文言の意味に関連するものである以上、争訟は
長官の特定の権能の範囲内にある事柄に基づいてではなく、制定法解釈の規準（can-
on）を司法が適用することで解決されなければならない。……裁判所の役割は、審査
されようとしている問題が行政機関の専門性に相当にかかわっていないところでは、
とりわけ手厚く（hospitably）みられなければならない。“唯一あるいは主要な争いが
制定法の文言の意味に関係しているところでは、争訟は、行政機関でなく裁判所に
相対的により専門的である問題点を提起している”のである」。Id. at 166.
 　Udall v. Tallmann は、制定法を解釈した内務長官（Secretary of Interior）の命令に
敬譲が認められたケースである。法廷意見を書いたウオーレン首席判事は、「長官の
解釈が命令の文言によって認められた唯一のものではないが、それは極めて明らか
に合理的な解釈である。したがって、裁判所はこれを尊重しなければならない」。
380 U.S., at 4. そして次のように敬譲型の原理を展開する。「制定法解釈の問題に直
面する時、当裁判所はその執行の任を負っている行政機関あるいは官吏による制定
法の解釈におおいに敬譲することを示している。“行政機関の委員会のこの制定法の
文言の適用を支持するためには、われわれは、当該解釈が、唯一合理的なものであ
るとか、その問題が裁判過程で最初に提起されたとしてもわれわれが到達したであ
ろう結果であるとかを、判断する必要はない。”……“この点では特に、問題となっ
ている行政機関の慣行が、制定法の機能を働かせる責任を負っている、すなわち、
部分部分をそれらがいまだ試みられておらず、新しいものであるにもかかわらず効
率的にかつ円滑に働かせる責任を負っている者による制定法の今日的解釈であれば、
正当である。”……制定法よりもむしろ行政機関の規則制定の解釈が争点となってい
るときは、敬譲は何よりも明らかに理に叶っている。……“究極の判断の規準は行
政機関の解釈であり、それが明らかに誤りであるとか、規則に符合しないとかでな
いかぎり、支配的なウェイトを占めるのである。”本件は、制定法上の制限には一切
関わっていないのだ」。Id. at 16-17. 同じモデルを示すものとして、Cynthia R. Fari-
na, Statutory Interpretation and the Balance of Power in the Administrative Law, 
89 COLUM. L. REV. 452（1989）.
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を行使する（553-56）。48）これは、立法意思を重視する点で、ひたすら制定法の
文言に固執する文言主義（textualism）と区別される。独立判断型とは、「法発
見」作用と「法創造」作用の複合（combination）である（559）。すなわち、裁判
所は立法府（enacting legislature）によって意図されたように、制定法の文言の
意味を発見しようとする。しかし、かかる意味の手掛かりとなる習律（conven-
tion）を探ることによって、裁判所は必然的に意味を創造することになる。そ
うすることで裁判所は、「わが法理学におけるフォーマリズムという破壊し得
ない伝統」と「法原理についてのわれわれの全般的な見方における知的一貫性
への要求」の「習慣的な現代における調合」に到達する（558）。
　敬譲型は、「争いのある制定法の解釈の内の一つが、少なくとも表面上は制
定法の執行の責めを負っている行政機関によって解釈され、もしくは執行した
ときは、裁判所は……当該解釈に対して一義的な地位に従う」とする理論であ
る（559）。これには、連邦選挙管理委員会（FEC）対民主党上院選挙運動委員会
事件で明確にされたように、49）次の 3 つの特性がある（562）。第一に、「［制定法
48）　ダイバーは、アメリカ法のどの世代でもそれぞれの制定法解釈のスタイルをもっ
ているとしたうえで、次のように言う。学問的な流行における各々の解釈のスタイ
ルの傾向を「通して見てみると、一貫して制定法解釈についてのジレンマが底流し
ている。すなわち、制定法の文言は文脈を離れてなんらかの本質的な（intrinsic）意味
をもっているのであろうか。確かめることのできる「立法意思」とか「立法目的」
等が存在するのであろうか。これらは統制されなければならないのか。立法意思や
立法目的を認めるのにいかなる証拠が斟酌され得るのか。こうしたことにもかかわ
らず、そうした論争が依然存在するように、裁判所は日々、制定法の意味について
対立する主張を含んでいる紛争を解決する仕事に取り組み続けている。裁判所は統
一された解釈理論をもっているとするには余りにも穏やかであるが、裁判所の行動
は、その大部分、われわれが認識し得るパターンを内包しているようにみえる」
（553）。
49）　Federal Election Commission v. Democrat Senators Campaign Committee, 454 U.S. 
27（1981）. この事件では、連邦選挙委員会が連邦選挙運動法（Federal Election Cam-
paign Act of 1971）を解釈して共和党の上院選挙委員会に連邦選挙経費の支出を授権
した決定が争われた。最高裁（ホワイト判事法廷意見）は、こうした授権は同法が明
文を以て排除したものではなく、ＦＥＣは議会の授権の範囲内で行動したと判断し
た。ＦＥＣの同法の解釈に敬譲を認めたのである。「基本的な制定法についての行政
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の文言と立法経緯の裁判所による検討によって示された］制定法の簡明な意味
（plain meaning）でも難題（the riddle）を解くことができないときにのみ、行政
機関のなした解釈への敬譲を考えることは適切である」。第二に、「敬譲を認め
るかどうかの裁判所の決定は、行政機関の法的な権威及び機能、そして当該事
件に関する行政機関の解釈といったさまざまな要因に基づく」。第三に、「敬譲
を認めることは、結果的に、争いのある解釈が正しいかどうかを決めることか
ら、それが合理的（reasonable）たることを決めることへと、裁判所の仕事を
矯正させることになる」。そしてこうした敬譲型では、「裁判所の仕事はもはや、
制定法上の文言や立法経緯といった覆すことのできない資料（intractable ma-
terial）のうえに唯一の正しい解釈を与えることではなく、むしろ、行政機関に
よる好ましい解釈が先決問題として受入れられるレヴェルのものであるのかど
うかを決定する」（507）。
　では、どちらがその解釈権能の選択的配分として、裁判所が採るべき正当な
機関の解釈に敬譲がしばしば適切に与えられることはわきまえていても、行政機関
の決定を支える委員会による一貫した合理的な説明が欠けているように認識される
がゆえに、裁判所はそうした敬譲に従うのを拒否したことがあった。行政機関のそ
うした理由付け（reasoning）の一貫性、完全性、そして有効性が、行政機関のそう
した判断に与えられるいくばくかの敬譲を認める要因だとすることに、われわれは
賛成する。……しかしながら、本件で委員会がこの敬譲に値する地位にはないとす
るのには賛成しない。［そしてこのＦＥＣが敬譲を受ける前提となる行政機関である
としたうえで］ＦＥＣは本法の執行に関して一般的な政策を形成する権限をもたさ
れているし、本法に反する民事責任が生じたか否かを第一次的に判断する唯一の裁
量権をもっている。［こうしたことから議会は、ＦＥＣの判断は“法違反（contrary 
to law）”の時にのみ覆される。］……当委員会の行為が法違反であるかを判断する際
に、控訴裁判所の仕事は制定法をそれの最も良いと思う解釈をなすことではなくて、
むしろ、委員会の解釈が審査をする裁判所によって受入れられるほどに“十分に合
理的（sufficiently reasonable）”であったかどうかのより狭い探求なのである。この
規準を満たすために裁判所は、行政機関の解釈が唯一合理的なものであったとか、
さらに問題が最初に裁判過程で提起されたとしても裁判所が到達したであろう読み
方であったとか、判示するには及ばない」。Id. at 37-39. なお、スチーブンスも、法
律に行政機関の解釈と真っ向から反対する旨の規定が特段なければ、敬譲が認めら
れるとして、補足意見を書いている。Id. at 43-45.
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態度であるのか（568-573）。実定法がなんらかの明文の規定を設けていれば、問
題は生じない（570）。そうでない場合、ダイバーは、Ｒ・ドゥオーキン流の絶
対的権利や根本価値を重視する法理学的アプローチと、功利主義的（utilitari-
an）アプローチの 2 つの基本的なアプローチが存在するとしたうえで、前者は
漠然としすぎているとして、後者を支持する（571）。50）
　法解釈には、法発見（lawfinding）と法創造（lawmaking）の 2 つの機能がある。
前者には、「制定法の意味に関するより多くの知識あるいは証拠へのアクセス」、
「正しい解決に従うようにより良く位置付けられている解釈プロセス」、「制定
法の意味をきちんと確認するのにより指導的な思考の枠組みによって動機づけ
られていること（motivation）」の 3 つの要素があるとし、それぞれについて行
政機関と裁判所を較べれば、行政機関の方が有利な地位にあるとする（574-582）。
法創造の権能は、価値の選択である部分が大きく、公的責任をより多く負って
いて組織本来の反響性が備っていること（intrinsic soundness）、何が公共政策に
叶っているかについて一貫した判断ができること、そして判断の統一性がとれ
ていることから、行政機関の方が裁判所より能力（capacity）を有しているとす
50）　キャヴァナーは、法理学的アプローチをカントの判断についての哲学に根ざすも
のとして支持している。Edward D. Cavanah, The Relevance of Administrative Con-
sideration in the Judicial Decisionmaking Process: A Kantian Perspective, 11 
HARV. J.L. & PUB. POL’Y 407 （1982）. キャヴァナーの問題意識は、「効率性、複雑さの
極小化、証明の簡易性、諸決定の一貫性、そして将来的決定の予測可能性といった
行政上の諸要因（administrative factors）が、如何なる範囲で実体法上認められた諸
権利に対して適切に衡量され、判決を下す裁判所によって斟酌されうるか」にある。
Id. at 407. この点に関して、カントの分析は司法権の適切な作用を前提とすること
によって法の純粋な権利あるいは原理の理論に基づく諸問題を解決するものである
と理解した上で（id. at 429-30）､ 次のように結論づける。「行政上の意思形成過程は
明らかに司法の判決形成過程に関連したものであるが、個別の状況に自動的に適用
され得る明白な線引のルールを設けることは、現実的でもなければ、望ましいこと
でもなかろう。この目的は、必然的に、行政上の関心が与えられた事例の事実によ
って、さまざまな脈絡でさまざまな衡量が割り振られることになる。判事はこの衡
量の過程において裁量を有し、その判断たる判決は明白な不公正が生じない限り、
覆されてはならないのである」。Id. at 431.
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る（583-589）。かくてダイバーは、敬譲型が行政法解釈の前提（presumptive rule 
of deference）になると、次のように主張する。
　　　　 解釈が根本的には政策形成の一形態である以上、裁判所は前提からして、行政
機関が重要な政策形成の責任を行使する制定法には行政機関の解釈に敬譲しな
ければならない。しかしながら、行政機関がより一貫した政策の選択をなすと
いう議論は民主主義およびテクノクラートの考え方に基づいているのであるか
ら、［敬譲型の］前提は、行政機関に委任された意思決定形成の責任と長年の専
門職の領域に限定することが適切であろう。行政機関を創設しその権限の範囲
を規定する制定法は、行政機関の政策形成のマージンを判断するのに参照され
る。その範囲内で、制定法の意味について裁判所が行政機関の解釈に敬譲する
ことは適切である。その領域外では、裁判所は独立して解釈上の諸問題を解決
するべきであり、訴訟当事者の考え方よりも行政機関の考え方を優先させるよ
うなことがあってはならない（593、598）。
　敬譲型が原則で、それは憲法上の権力分立や行政機関の位置づけや能力の観
点から志向されるとする。行政の政策形成の責任は行政機関に留保せられてい
るのであるから（594）、独立判断型が適用される領域は限定されよう。また敬
譲型であっても、行政機関の解釈は裁判所によってなされる「合理性という制
約（reasonableness constraint）」に服する（597）。51）裁判所は、「制定法の文言あ
るいは公にされた立法経緯で明白にされた確固たる目的に反する解釈が不合理
であると発見」しなければならない（598）。「裁判所は、立法権の優位という憲
法上の概念と制度上の権限という慣習上の概念が行政のヘゲモニーに陰謀を企
てる最強の解釈となる認識の下に、自らの独立判断を意識的に制限するよう
に」主張するのである（598）。 
　敬譲型が前提だとしても、どちらの型を選ぶかは困難である。型を選ぶとい
うことは、単に「官僚を統制すること」に関するのではなく、「裁判所の官僚
機構と行政機関の官僚機構との間の解釈権限を配分すること」にも関わるとダ
51）　彼は、ジャフィ （ーJaffee）の、「裁判所は制定法の一般の解釈者を不公平に驚か
す行政機関の解釈を拒絶しなければならない」との示唆を重視している（594）。
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イバーは説く（599）。どちらかの型が一元的に常に適用されるとするのではな
く、2 つの型を行政国家で使い分けるのを志向する。52）彼は、この論文をシェ
ブロン以前に公にしたのであるが、彼の敬譲型との合致をシェブロンに見るこ
とになるのである。53）
2　シェブロンースチーブンス法廷意見
　シェブロンは、アメリカ行政法学では、行政行為のいかなる範囲まで司法審
査が可能であるのかといったテーマで論じられる。54）その意義は、議会の制定
した法律の文言が曖昧である場合、その法律にこれに反する旨の規定が特にな
いかぎり、司法権は行政機関の解釈を尊重してあらたに制定法解釈の判断をな
しえないとした点にある。マーベリ―判決と比較しても、短期間で最もアメリ
カ法で引用される判例になっており、「アメリカ公法の歴史で最も影響力のあ
る判例と十分に位置づけられる」。55）
52）　ダイバーは、「行政機関の明白な（prima facie）政策形成の領域の範囲内にある解
釈での敬譲モードという強い前提は、行政国家における発意と責任という競合する
要求に最もよく適合する」という（599）。
53）　ダイバー自身は、公共政策が絡んでいる行政訴訟や憲法訴訟での司法権の限界に
厳格な見方をする論者である。彼は、近時、いわゆる公共訴訟（public law litiga-
tion）の台頭による裁判所の役割の変化で、裁判過程が政治過程に類する政策の妥当
性を議論する場（forum）になり、裁判官の衡平法（equity）上の権能が強化される
ようになったとの現象を認める一方で、そうした裁判官のパワーブローカーとして
の機能は、人民の意思の基盤があればともかくそうでないかぎりは、構造的にも資
源的にも自ずから限界があるのであり、これを発展させるようなことになれば、か
えって司法業務の効率性を妨げるようになると主張している。Colin S. Diver, The 
Judges as Political Powerbrokers: Superintending Structural Change in Public 
Institutions, 65 VA. L. REV. 43 ?1979?.
54）　W. GELHORN, C. BYSE, P. STRUSS, T. RAKOFF ? R. SCHOTLAND, ADMINISTRATIVE LAW 348（8th 
ed. 1987）. See also, W. FOX JR., UNDERSTANDING ADMINISTRATIVE LAW 264-5?1987?.
55）　STEPHEN G. BREYER, RICHARD B. STEWART, CASS R. SUNSTEIN AND MATTHEW L. SPITZER, AD-
MINISTRATIVE LAW AND REGULATORY POLICY: PROBLEMS, TEXT, AND CASES 289-90?5th ed. 2002?. 
See also, Gary Lawson and Stephen Kam, Making Law Out of Nothing at all: The 
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　シェブロンでは、連邦環境保護庁（Environmental Protect Agency（ＥＰＡ））
の制定した規則が授権法規である大気清浄法の解釈を誤ったものだとして、そ
の規則の適法性が争われた。その規則は、EPA が、1977 年の大気清浄法の修
正（the Clean Air Act Amendments of 1977）上 の 文 言「 固 定 源（stationary 
source）」は州毎に定義し得ると解釈して、大気浄化装置の設置を各州で確立さ
せるようにしたものである。56）ＥＰＡは、そう解することに議会は特別な言及
をしていないとして、州にこれを委任する規則を制定したのである。最高裁は、
6 対 0 の全員一致でＥＰＡのこの解釈を是認した。57）
　争点は、授権法の曖昧な文言は各州にその解釈権を委ねたとＥＰＡが解釈し
たのが正しいか、ＥＰＡにかかる有権的解釈の権能を議会は同法で意図してい
たのか、であった。そしてその場合に、行政機関（ＥＰＡ）の制定法の解釈が裁
判所の審査に服するのか、それとも裁判所の審査権は行使されないのか、であ
る。最高裁（スチーブンス法廷意見）は、議会が黙示的もしくは明示的に、曖昧
な制定法上の文言のギャップを埋めることを行政機関に委ねている場合は敬譲
型がとられ、裁判所の審査権は後退するとした。
　スチーブンスの制定法解釈はオーソドックスで、当裁判所の伝統的な制定法
解釈の手法に従っている。58）すなわち、制定法解釈には、問題となっている制
Origins of the Chevron Doctrine, 65 ADMIN. L. REV. 1, 2?2013?.
56）　関連する制定法の条文は以下のごとくである。“補則（a）で要求された計画の諸条
項は、……（6）（許容条件に関する）173 条に合致する新規もしくは改良された重要
な固定源の建設と調査のために許可を要する。‘固定源’とは、この法律で規制に服
する大気汚染物質を除去するまたは除去するような、なんらかの建物、営造物、施
設、または設備を意味する。（ii）‘建物、営造物、施設もしくは設備’とは、同一の産
業のグループに属し、一つまたは複数の隣接する不動産の上にあって、しかも同一
人の統制下にある全ての汚染者除去活動（Pollutant-emitting activities）を指す。ただ
し、船舶による活動は含まない。　
57）　Chevron U.S.A. Inc. v. Natural Resources Defense Council, Inc., 467 U.S. 837（1984）. 
以下本項では引用箇所を括弧内で示す。
58）　スチーブンスはいう。「裁判所が制定法解釈に関する伝統的な道具（tools）を駆使
して、まさに問題となっている争点について議会の意図していたものを掴んだと確
信したときは、その意図したものがまさに法であり、実効性を認められなければな
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定法の文言 （language）を読まなければならない。それでもなお文言の意味が
明らかでないとき、つまりかかる文言が曖昧であるとき、裁判官はその法律の
立法経緯（legislative history）や立法意思（legislative intent）を見る必要が生じ
るとして、次のような審査のアプローチを説く。
　　　　 行政機関の執行する制定法を行政機関が既に解釈していて、これを審査する場
合、裁判所は 2 つの問題に直面する。第 1 は、常に、議会が裁判で問題となっ
ている争点について直接に語ったかどうかである。議会の意思が明白なら、解
釈の問題はここで終る。というのも、行政機関にとっては勿論、裁判所にとっ
ても、議会によって一義的に示された意思に拘束されるのはいうまでもないの
である。しかしながら、裁判所が議会はまさにその争点になっている当該問題
には直接は語っていないと判断すれば、裁判所は、行政権による解釈がなかっ
たなら必要とされたであろうとして自らの制定法の解釈を単純に課すわけには
いかない。むしろ、制定法が特定の問題に関して沈黙しているもしくは曖昧で
あるなら、裁判所にとっての問題は、行政機関のなした解答が制定法の許容し
得る解釈に基づいているかどうかなのである（842-43）。
　スチーブンスは、これを本件で問題となっている制定法上の文言「固定源」
の解釈にあてはめ、それが曖昧であって議会の直接の意思表示や言及（com-
mitment）を見出し得ないとし（ステップ 1）、その際には行政機関の解釈が尊重
されるとした（845）。立法経緯を見れば、行政機関の解釈を尊重するような政
策的な配慮をしているようでもある（863）。59）
らない」（467 n.9）。 
59）　スチーブンスはいう。「立法過程ははっきりとかかる法制定を動機づけた政策的
関心（policy concerns）―合理的な経済成長の許容―を確認しており、……われわれ
はＥＰＡがかかる規則制定が環境目的にも資するとの判断に合理的な説明をなした
と認めなければならない」（863）。議会が曖昧であるというのは、裁判所が判断するに、
政策問題に議会は判断しなかったということであって、政策選択は当該制定法を履
行する任のある人々に残されるということである（865）。法文が曖昧だということは、
制定法を解釈してもそれが正しいと実証するのは困難で、ただただ曖昧の許容範囲
（range of indeterminacy）で行政の制定法解釈が合理的かのみが語られる。Peter L. 
Strauss, One Hundred Fifty Cases per Year: Some Implications of the Supreme 
Court’s Limited Resources for Judicial Review of Agency Action, 87 COLUM. L. REV. 
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　彼は、議会が創設した立法と、実際に具体的な事実への当てはめの際に生じ
得る法解釈との矛盾といった制定法の欠陥（statutory defective）のギャップは、
裁判所が埋めるのが権力分立であるとしている。
　　　　 議会が創設した……プログラムを執行する行政機関の権限は、議会によって明
示的もしくは黙示的に放任せられたなんらかのギャップを埋めるための定式と
ルールの作成を必要とする。……もし議会が明示的にそうしたギャップを埋め
るのを行政機関に委ねているなら、規則によって制定法上の特定の条文の文言
の意味を明らかにする権限が行政機関に明白に委任されたことになる。かかる
行政機関の規則制定権は、その行使が恣意的や気紛れ（arbitrary and capri-
cious）、あるいは明白な法規違反でないかぎり、重要性はおさえられることにな
る。しばしば、ある特定の問題について行政機関への行政立法の委任は、明示
的であるというよりも黙示的であることがある。この場合、裁判所は、行政機
関の官吏によってなされた合理的な解釈にとって代わってその制定法の文言を
自ら解釈することはできない（843-44）。
　本件は後者の黙示の委任に該当し、したがって行政機関が既になした解釈が
合理的である場合には、裁判所はこれに干渉し得ないこととなる（ステップ 2）。
スチーブンスはこれが裁判所の伝統であるとする。「1977 年の大気清浄法の修
正条項は、主要な社会的問題に対する長期の詳細で専門的な、そして複雑で包
括的な解答であり、……裁判官ではなく、立法者もしくは行政官へより適切に
向けられた」政策上の議論を含むとして、以下のように述べている（848、
864-66）。 
　　　　 裁判官はその分野の専門家でもなければ、統治機構のなかの政治部門の一つで
もない。裁判所は、いくつかのケースでは、競合する政治的利益を調整しなけ
ればならないが、裁判官の個人的な政策指向に基づいてもならない。逆に、議
会が政策形成の責任を委任した行政機関はその責任の範囲内において、責任あ
る行政権の判断を適合させようとする賢明な政策の見方に適切に依拠し得る。
行政機関は人民に対して直接責任を負うものではないけれども、執行権の長
（Chief Executive）がそうした政策の選択肢を作り上げるのであり、それは政府
1093, 1121?1987?.
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の中のかかる政治部門に適切に留保せられている。こうした作成とは、議会自
身が無意識に決めなかったか、あるいは毎日の現実に照らして制定法を執行し
なければならない行政機関に意図的に決定を任せたか、といった競合する政治
的利益を決定することである。……公益に関するさまざまな対立的見解の中の
争いを解決し政策を決定する良識を見積もる責任は、司法のそれではない。「わ
れわれの憲法は、そうした責任を政治部門に与えているのである」（TVA v. Hill, 
437 U.S. 153, 195（1978））。
　彼のこうした制定法解釈での謙仰的な司法権の理解が、はたしてスカリアの
ように徹底した敬譲型に立つといえるのか。60）スチーブンスの敬譲型への立ち
位置を眺めながらシェブロンの意義をさらに検討していこう。
3　シェブロンとスチーブンス：コモンロー判事のオーソドクシー
　シェブロンは、ダイバーのいう敬譲型を典型的に打出した。もっとも、スチ
ーブンス自身はこうしたことは意識しておらず、この判例がかくも引用され重
要な意義を持つとは当初考えていなかったようだ。61）ケネディ最高裁判事の理
解をもとに、62）シェブロン法理を整理しておこう。行政機関の規則制定の効力
を争うとき、これを審理する裁判所はまず、その規則が制定法の文言に適合し
ているかどうかを決定しなければならない。そのとき、裁判所はなによりも問
60）　スチーブンスは、「司法権は制定法の解釈の争点に最終的な権能を有し、議会の
明白な意思に反する行政権の解釈は、これを拒絶しなければならない」として、先
に見た、ダイバーが敬譲型の典型とみる連邦選挙管理委員会事件の判決（前掲注
49））を引用して、次のようにいう。「裁判所は、行政機関の解釈が制定法の解釈とし
て是認しうる程度のものである唯一の解釈、あるいはその問題が裁判過程ではじめ
て出てきたものであったとき裁判所が達したであろう読み方である、と結論づける
必要はない」。467 U.S., at 843 nn.9, 11.
61）　PAUL STEVENS, THE MAKING OF A JUSTICE: A REFLECTIONS ON MY FIRST 94 YEARS 202（2019）. 
自身は、シェブロンは、議会は行政機関に政策決定権限を委任することができ、そ
れは制定法のキーとなる文言を曖昧にさせたままでなしうると判示したものだとす
る。Id.
62）　K Mart Corp. v. Cartier Inc., 108 S.Ct.1811, 1817（1988）.
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題となる制定法の文言の意味が簡明で明確であるかを、特該制定法の特定の文
言や同法全体の目的や文言（the language and design of the statute as a whole）
を見て、判断しなければならない。その結果、その制定法の態度が問題となっ
ている争点について一義的（unambiguous）であるなら、裁判所は議会によっ
て明確に表明された意思に効力を認め、それとくいちがう行政機関の解釈には
なんら敬譲を認める余地はない。制定法の文言で一義的に意味を定めることが
できれば、敬譲型を考慮する理由は生じないのである。敬譲型は、制定法の文
言が曖昧で、一義的にその意味を確定することができないとき、適用される
（ステップ 1）。行政機関による授権法規の解釈や執行としての規則制定が提起
した特定の問題について制定法が沈黙している、あるいは曖昧であるとき、
「争点はその行政機関の規則が制定法について許容し得る（permissible）解釈で
あるかどうかになる」。63）そうした行政機関の解釈が一見して明らかに制定法の
簡明な意味に反しておらず、合理的である場合には、裁判所は行政機関の解釈
に委譲しなければならない（ステップ 2）。
　独立判断型を支持するファリーナは、シェブロンでのスチーブンスを批判す
る。64）彼女は、シェブロン（の敬譲型）は権力分立の原理を目覚めさせ、行政国
家のわれわれの憲法上の概念を根本的に変更させてわからないようにしたとし、65）
権力分立に関して、「われわれは規制権限のコンスタントな傾向が執行機関の
長に向かって求心的に流れているのを認め、この傾向との均衡（counterbal-
ance）をどこに見出すかを慎重に考えなければならない。…たかが制定法解釈、
されど連邦の規制政策を定義する側面を持っているのだから、誰が連邦の規制
政策を解釈するのかの選択は、議会が委任した権限を誰がコントロールするか
63）　Id. スチーブンスは、シェブロンの「ロジックは、判事は行政法規の曖昧な部分
に出くわしたときに果たす役割が限定されることにあった」とする。STEVENS, supra 
note 61 at 204.
64）　Farina, supra note 47.
65）　Id. at 454-456.
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の選択なのだ」とする。66）
　有権的解釈の権限がどこにあるかの判断は議会の授権法の解釈にあるとし、
その意味では敬譲型もありうるけれども、議会のかかる授権法にそれが明確に
読み取れなければならないとする。67）そのうえでシェブロンは誤解があると論
じる。68）司法が敬譲型をとれば、行政の解釈権は執行権内で完結してしまう。
この文脈で行政機関が受ける命令は規制権限の委任が提起する憲法上の関心に
対応することになる。議会は理論上行政機関を政治的にコントロールするもの
の、現実は執行権の長である大統領が制定法の解釈を監視する。もっとも、大
統領のかかるコントロールは委任法理で十分正当化できていない。「行政法規
を解釈する主要な責任を司法権に配分すれば、執行権に規制権限を集中させる
よりも均衡をとるようになり、権能を配置させることで権力分立を高めること
になろう」。69）
　スチーブンスを代表的なコモンロー判事（Common Law judge）と評価する
ポプキンは、スチーブンスは敬譲型の信奉者ではないとする。70）彼の意見はコ
モンローの基本的価値である討議（deliberation）と、71）個人の尊厳を基調とし
66）　Id. at 527.  行政法解釈権の配分は議会がそれをどう規定したかにかかるとする。
「議会が自ら、厳密な実体問題を一義的に解決しなかったなら、そのときは、われわ
れは議会が解釈の仕事を行政機関に黙示的あるいは明示的のどちらかで授権したと
仮定する」ことになる。それは司法審査の伝統や APA の規定から司法権の仕事だと
する。Id. at 469-70, 472-73. See also, id. at 498.
67）　Id. 司法の統制システムが制憲者の始原的意思であり、権力分立は政府権限を画
定させるように展開してきたとする。Id. at 497.
68）　Id. at 499-501, 510-12. ファリーナは行政国家を是認する。「行政国家の創造は、
立法府が発意を通して政策形成をコントロールするモデルから、監視とリアクショ
ンを通して政策形成をコントロールするモデルへ移行することで、正当化される」。
Id. at 514.
69）　Id. at 526.
70）　William D. Popkin, A Common Law Lawyer on the Supreme Court: The Opin-
ions of Justice Stevens, 1989 DUKE L. J. 1087. 以下本項では引用頁を括弧に示す。
71）　これは共和主義（repubicanism）の基本的な属性とされる。Cass R. Sunstein, Be-
yond the Republican Revival, 97 YALE L.J. 1539, 1541（1989）.
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ていて、シェブロンの敬譲型は討議の価値からくるもので、結果的に司法抑制
の態度に至ったと分析する（1190）。スチーブンスは、適正手続（due process）
を侵害する危険性は、立法権よりも行政権により可能性を見出し（1118）、特に
「自由の利益を守るように意図された規準の操作（manipulation）によって」、
政府が個人の自由を剥奪するのを警戒している（1124-25）。72）スチーブンスをス
カリアのような司法抑制論者とすることはできないという。73）
　さらにポプキンは、スチーブンスの制定法解釈へのアプローチに注目する。
スチーブンスの「制定法解釈での特別の貢献は、コモンロー判事として、個人
の尊厳という価値への関与（commitment）と、当該制定法が現実に適用される
事例の個別性（particularity）を鋭く認識した上で、制定法のそのままの意味
（plain meaning）に従って制定法の文言の普遍化された解釈に現代の敬譲型を
適合させようとする努力に存する」と説いている（1094）。
　制定法解釈の伝統にのっとった制定法の文言のそのままの意味を読み取るス
チーブンスのアプローチ（以下、プレーンミーニングアプローチ（plain mean-
ing approach））は、司法抑制の立場に帰結しかねない。しかしながら、彼のこ
のアプローチには二つの意味が含まれているという。すなわち、「第一には、
制定法の文言のそのままの意味に服する（プレーンミーニングアプローチ―筆
者）との判断は、必ずしも心理的な敬譲の枠組みに基づくものではない。……
第二に、その文言に従うことは、判事が制定法上の文言の歴史的な意味よりも
72）　しかしながら、ポプキンは、スチーブンスは裁判所を自由の利益に影響を与える
第二次的な行政決定機関であるとすることで、マーシャルやブレナン両元最高裁判
事と立場を異にするという（1125）。
73）　スチーブンスのスマートさに敬意を払っているポプキンは、必ずしも、司法抑制
論に反対するものではなさそうである。曰く、「司法権の抑制は、司法権に関する相
対的な諸原則を履行するものである。裁判所の関心は、［コモンローの伝統である］
個人の尊厳を守ることにある。意思決定者へ敬譲することは、よって立つべきそう
した価値を保護する決定を許すことによって個人の尊厳という価値を直接履行する
ものである。それはまた間接的には、個人の尊厳という価値を保護するという政治
的には微妙な仕事のための、裁判所の時間と政治的資源を節約することによって、
その価値を維持していくことなのである」（1135）。
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むしろ現代の意味を当てはめることによって、現在の政策的な観点から時機を
逸した法律を今日に適用させる（update）とき、司法権による最も積極的な制定
法のアプローチの一つの手段（vehicle）となりうる」 （1139-40）。 
　スチーブンスは授権法規の解釈にこだわる。判事は、争点となっている制定
法の文言の意味が、その簡明な言語や立法経緯から議会の立法趣旨を読み取れ
るかといった判断をして、それでもその意味が曖昧であるなら、敬譲型の適用
を考える。そうでなければ、文言は曖昧であるとの評価は下してはならず、曖
昧でなければ行政機関の解釈がその制定法の文言の簡明な意味（plain mean-
ing）に合致したものかどうかを審査し得るとするのである。
　シェブロンの敬譲型を適用した判例で、スチーブンスは裁判所の解釈権能を
認める反対意見を書いている。食物薬品庁（Food　and　Drug　Administra-
tion ＝ＦＤＡ）が食品への毒物混入を禁じるように同庁に規則制定権を授権し
た法規の解釈をめぐって争われたヤング対地域栄養協会事件で、74）法廷意見
（S
オコーナー
andra Day O’Connor）は、授権法規の文言は曖昧であるからシェブロン法理
が適用されるとしたうえで、行政機関（ＦＤＡ）の解釈は不合理（absurd）では
ないとして敬譲型を採用した。これに対して、75）スチーブンスは、プレーンミ
ーニングアプローチで文言の意味は極めて明らか（apparent）であるとして、
次のように主張している。
　　　　 制定法を解釈するということは、単に曖昧さを発見したり、行政への敬譲を喚
起したりする以上のことを必要とする。制定法というものは、「われわれがその
制定法について 2 つの競合する解釈の各々にもっともな議論が存在すると思わ
ないかぎり、不明確な」（Ｒ．ドウオーキン、『法の帝国』…）わけではない。し
かるに、本法廷が述べたように、制定法が 2 つの意味を受入れられるというの
は、どちらかが受入れられるというのではないのである。さらに、本法廷が述
べたように、行政機関の委員（Commissioner）の制定法解釈が敬譲の利益を得
るというのは、行政機関の選択の限界点をしるすという他に類のない司法権の
74）　Young v. Community Nutrition Institute, 106 S. Ct. 2360（1986）.
75）　オコーナーは、立法経緯についてもこれを検討しているが、問題となっている制
定法の文言は依然、一義的には明らかにはならないとする。Id. at 2364-66.
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役割が尽きている（at an end）ということではない。フランクファーター判事が
われわれに思い起させるように、「解釈の目的が意味をはっきりさせることなら、
その問題の解決へ向けられたあらゆる考察は、そうした目的にのみ捧げられな
ければならない」。……それは、「陳腐な専門的な言回しに想像をこえた執着に
よって観察される儀式」ではない。「解釈の伝統的手法（canons）も、判断するこ
との苦悩からわれわれを救えない」。最高裁判所は、司法権の役割の限界を正し
く自己認識して、かなり決まり切った（formulaic）論理を用いるので、判断とい
う術をつまらないものにしてしまうのである。76）
　スチーブンスは、権力分立にのみ着目して無造作に敬譲型を適用するのでは
なく、法解釈権者としての裁判所の権威を重視し、議会の意思を探求する制定
法解釈を基本とする。無論、制定法解釈には、プレーンミーニングアプローチ
が中心である。そうであっても、立法経緯を検討するのを忘れない。この点で
スカリアのような文言主義（textualism）とは袂を分かつ。スカリアは、文言
が簡明でないときに裁判官がそれ以上意味を探索すれば越権になるとする。こ
のシェブロンをめぐって、スチーブンスとスカリアはことごとくその解釈や適
用を異にすることになる。77）
76）　Id. at 2368.
77）　スカリアが授権法規の文言が曖昧であるとしてシェブロン法理を引用し、敬譲型
の適用を認めたのに対し、スチーブンスが曖昧でないとしてこれに反対意見を書い
た例として、Sullivan v. Everhart, 110 S.Ct. 960（1990）。この事件では、厚生長官
（Secretary of Health and Human Services）の社会保障法の執行としての規則の違法性
が争われた。同法は、長官に社会保障の給付の決定の権限を認め、一定の期間に払
いすぎもしくは過少給付があったときは、後でこれを調節し得ることになっている。
本件では、長官が一定の受給人に対して過大給付があったとして支払の誤りを認定
したのち、過少給付を行なう旨の最終支払決定を規則制定した。この効力が争われ
たが、判決（スカリア法廷意見）は、この規則制定（net regulation）は同法の許容し
得る範囲内にあるとして有効であるとした。これに対してスチーブンスは、「歴史を
書き換える堂々たる（kingly）権限は、厚生長官に委任されてはいない。それにもか
かわらず、長官は、今や、いかなる過少給付も過少月額給付を余儀なくされた受給
人に対してなされなかったと判断する権能を主張している。法廷意見は、この主張
を受入れた。私はこうした結果は制定法の文言そのものと常識（common sense）の
両方に符合しないと信ずるのであるから、」法廷意見に反対する、と述べている。
Id. at 968. 
都法 60 巻 2 号（2020 年 1 月） 29
 　同様に、授権法規の文言は明確であるとして敬譲モデルの適用を否定した法廷意
見（ブレナン判事）に同調したスカリアに対して、スチーブンスがシェブロンの適用
を主張する反対意見を書いた例もある。Maislin Industries, U.S., Inc. v. Primary Steel 
Inc., 110 S.Ct. 2759（1990）. 本件では、州際通商委員会（Interstate Commerce Com-
mission ＝ＩＣＣ）の自動車運輸業者（motor　common carrier）に対する関税率のレ
ートの規則制定（いわゆる negotiated policy といって、関連業者から提出されたレ
ートを談合してきめる）が、授権法の解釈を誤った差別的なものであると判断された。
法廷意見（ブレナン判事）は、シェブロンを引用した政府側の主張を退け、法は明文
で以て談合の上決められたレートを差別的だと禁じているとした。Id. at 2768. スカ
リアはこの法廷の解釈は正しいとして、特にスチーブンスに返答するという形で補
足意見を書いている。すなわち、ＩＣＣのこうしたやり方は全体としての規制の枠
組みに基づくのであり、スチーブンスは制定法上「合理的」の範囲においていかな
る文言上の制限もないのだから敬譲モデルが適用されるというけれども、そうでは
ないとして次のようにいう。「いかなるものが非合理的な慣行（practice）として評価
されようとも、その文言をいかように良識をもって解釈しようとも、それは制定法
が明白に禁止した行為―すなわち、関税に特定されたレートと異なるレートを課し
たり認めたりすること―をなさないことからなるのではなかろう」。Id. at 2771-72.
 　これに対してスチーブンスは、ＩＣＣの慣行を本判決は制定法の文言の意味を超
えて厳格なものにしてしまったとする。Id. at 2772. 議会はこの業界に経済的な規制
をなしたのであり、「自動車運輸のレート形成に対する規制統制の時期を通してこれ
を適用するに、その政策は大方、規制行政機関の諸政策と諸決定を強化するために
適用されたのであった」。Id. at 2776. そして、本件は制定法のプログラムを執行す
る行政機関の専門的な領域であり、しかも制定法の文言が一義的でないとして、シ
ェブロン法理の適用を主張する。「数年前、［シェブロンにおいて、］われわれは基本
的な制定法の行政機関の合理的な解釈に対して適切な敬譲を与える重要性を繰り返
し言明することとなった。事実、われわれのシェブロン判決のかなり前にも、“現在
の状況に反する長い歴史を有する委員会（Commission）の制定法の解釈及び適用”
に直面した時でさえ、われわれは、その執行の責任を負っている委員会の制定法の
解釈に敬譲しなければならないということを認めていたのである。……本法廷は、
行政機関の解釈が“制定法全体の枠組み”に符合しないと結論的に断言することで
シェブロンを退けた。……本法廷がそうした結果をいかようにでも正当化しようと
するかぎり、当裁判所の行動が本法の行政機関の解釈に完全に一致する事例に依拠
することでそうするのである。当裁判所が提出されたレートという政策を、それが
行政機関の規制目的に資した多くの事例に厳格に強制してきたという事実は、その
政策が議会の簡明に明言された意図を執行しようとする行政機関の試みを挫く競争
市場にかかる政策を強制していくのを正当化することにはまるでならない」。Id. at 
2779.
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　スチーブンスは、プレーンミーニングアプローチといった伝統的な解釈の手
法は肯定するけれども、それがストレートに敬譲型に結びつくと考えるもので
はない。ポプキンは、彼はプレーンミーニングアプローチだとしたうえで、そ
の制定法解釈における法の文言の意味を汲み取る究極的な規準は立法意思であ
り、それは「事案の事実のケース・バイ・ケースの検討に連っているものであ
る」としている（1149）。シェブロン直後の判決が示すように、スチーブンスは
敬譲型に固執しておらず、シェブロンを無造作に踏襲するようにはみえない。78）
これを確認しながら、スチーブンスの意見を一瞥してシェブロンの射程を検討
してみよう。
4　シェブロンを巡るスチーブンスの立ち位置 79）
　裁判所が、伝統的手法（traditional tools or cannons for statutory construc-
tion）を用いて授権法規を解釈した帰結としての敬譲型が、シェブロンで確認
された。80）制定法解釈は、問題とされている制定法の文言を基とし、その簡明
な意味を「国語的解釈によって」81）探求する。このプレーンミーニングアプロ
ーチは、文言の簡明な意味を探ることでは一致していても、問題となっている
78）　W. FOX, supra note 54 at 264.
79）　シェブロンのその後の判例に与える影響については、See, Peter H. Schuck & E. 
Donald Elliott, To the Chevron Station: An Empirical Study of Federal Administra-
tive Law, 1990 DUKE L.J. 984 （1990）. この論文ではシェブロンが下級審に与える影響
は大きく、敬譲型を支持する判例が増えると指摘する。
80）　制定法解釈についての一般的な伝統的手法について、See, WILLIAM N. ESKRIDGE JR. 
& PHILIPH P. FRICKEY, CASES AND MATERIALS ON LEGISLATION AND REGULATION : STATUTES AND THE 
CREATION OF PUBLIC POLICY 639-46 ?1988?.
81）　伊藤正己・田島裕『英米法』（現代法学全集 48 巻）（筑摩書房、1985 年）325 頁。
なお、本書はアメリカ法の解釈理論の文献としてディカーソンの教科書（同書、326
頁注（1））を絶賛している。本文で述べた伝統的手法にのっとったもので、制定法解
釈理論の伝統と位置付けられている。William N. Eskridge & Philiph P. Frickey, Statu-
tory Interpretation as Practical Reasoning, 42 STAN. L. REV. 321, 324 n.9 （1990）.
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文言のみに着目するのではなく、シェブロンでは、制定法全体の趣旨や関連条
文を参照する必要を認めており、これを認めない立場もプレーンミーニングア
プローチは包含する。プレーンミーニングアプローチでも意味がまだ不明であ
るときは、シェブロンは立法経緯（legislative history）を参照するとしている。
立法経緯の参照は、スチーブンスがシェブロンでも触れたように、伝統的な制
定法解釈の手法である。82）以下、スチーブンスがシェブロンの敬譲型の適用を
どのように判断していったのか、その前後の判例を観察することで検討してみ
よう。
　A　アダモ解体会社対合衆国事件（以下「アダモ」）83）
　シェブロン以前にも、敬譲型と独立判断型のそれぞれがあり、判例上一貫し
82）　制定法の文言の意味が確定し得ないとき、裁判官が立法経緯を参照すべきではな
いと、スカリアやイースターブルック連邦控訴裁判所判事を中心に批判されている。
イースターブルックは、Ｒ．ポズナー控訴裁判所判事とともに、『法と経済』のリー
ダーであるが、裁判所の制定法解釈は文言のプレーンミーニングのみを対象とすべ
きであるとし、立法経緯を含む制定法の資料は、裁判所の創造を招くことになり、
制定法解釈の限界を超えるとする。Frank H. Easterbrook, Statutes’ Domains, 50 U. 
CHI. L. REV. 533 ?1983?. See also, FRANK H. EASTERBROOK, The Role of Original Intent 
in Statutory Construction, 11 HARV. J.L.& PUB. POL’Y 59, 60?1988?; SCALIA, supra note 
3 at 29-37. いわば徹底したプレーンミーニングアプローチであり、文言主義（textu-
alist）である。また、裁判官のいわゆる制定法の隙間を埋める権能に対しては否定的
であり、そのかぎりでは司法消極主義である。Frank H. Easterbrook, Legal Inter-
pretation and the Power of the Judiciary, 7 HARV. J.L. & PUB. POL’Y 87, 98（1984）. な
お、エスクリッジは、スカリア、イースターブルック両判事のこうしたアプローチ
を、「立法経緯の考え方についての新しい学派を本質的に確立した」として、制定法
解釈に際して立法経緯を重視しない理論と評価する。William N. Eskridge, The New 
Textualism, 37 UCLA L. REV. 621, 650 （1990）. 立法経緯の制定法解釈における有用性
についての全体の議論の概観として、See, Peter C. Schanck, An Essay on the Role 
of Legislative Histories in Statutory Interpretation, 80 L. LIBR. J. 391?1988?; G.B. 
FOLSOM, LEGISLATIVE HISTORY. RESEARCH FOR THE INTERPRETATION OF LAW （1972）. 英米法に
おける制定法解釈の基本的態度については、田中英夫『英米法総論　下』（東京大学
出版会、1997 年）、503-8 頁、参照。田中は legislative history を立法経過と訳してい
る。
83）　Adamo Wrecking Co. v. United States, 434 U.S. 275（1978）. この A では判例の引用
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た原理がシェブロン以前に存在したわけではない。シェブロンと同じ環境法の
領域で授権法の解釈をめぐって敬譲型が適用されなかったのが、アダモである。
　大気清浄法は、公衆衛生を保護するための安全基準として汚染者（pollut-
ant）への排出基準（emission　standards）を設定することをＥＰＡに授権して
いる。この基準の違反者には罰則が加えられる（42 U.S.C. §1857-8（c）（1）（c）
（1970 ed. Supp.V））。アダモは、デトロイトでのビルの破壊作業にＥＰＡの定
めた「全国アスベスト排出基準」に反するものがあるとして刑事訴追されたケ
ースである。この基準は大気清浄法の上記のような意味での排出基準ではなく
量的限界を指すものであるから、ＥＰＡの解釈は違法であると主張された。政
府は、1977 年の同法の改正前では、なるほど労働慣行基準（workplace stan-
dard）が排出基準として適切に評価されるかは曖昧であったが、裁判所はＥＰ
Ａの同法解釈に敬譲すべきであると反論した。
　最高裁（レーンクイスト判事法廷意見）は、敬譲型の存在を認めながらも政
府のかかる主張を退け、文言は曖昧であるけれども、議会の立法経緯では当該
授権法規の「排出基準」は「労働慣行基準」とは明らかに別のものとして取り
扱っており、ＥＰＡがこれに反する解釈を展開するには正当な理由を主張しな
ければならないところ、これを見出しえないから（287 n.5）、そうした議会の
意思に反する解釈論は受容できないと判示した。
　これに対して、スチーブンスは、本件には敬譲型が適用されなければならな
いと、反対意見を述べている。彼は、アダモの問題は、原告が主張するような
アスベストの規制が授権法規の排出基準の射程内にあるとみなすかどうかとい
うことではなく、「行政官の制定法解釈に関する解答がこれを審査する裁判所
によって受入れられるべきほどに十分に合理的なものであるかどうか、なので
ある」と認識する（300）。そしてこの解釈問題は、大気清浄法の諸目的を執行
する主要な責任を有する行政官に「固有の領域であるから、われわれは判断を
軽々に覆してはなら」ず、当法廷の伝統は、「われわれが制定法の解釈（statu-
頁を括弧で示す。
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tory construction）の問題に直面するときは、……当該制定法の執行の任を負っ
ておる官吏もしくは行政機関によって制定法に与えた解釈におおいに敬譲する
ことを示している」とした（301）。本件では、行政官は当該授権法規が施行さ
れて数週間のうちに基準の規則の制定に着手しており、「行政の慣行というも
のは、それが機能するメカニズムを設置し、その部分が未だ試行されておらず、
新しいものであってもそれを効率的にかつ円滑に作用させる責任を負った人間
による制定法の今日的解釈（contemporaneous construction）を含むときは、特
に重きを置かれるのである」とした（302）。
　B　アルミニウム会社対中央リンカーン人民施設地区事件 84）
　この事件では最高裁（ブラックマン判事法廷意見）は、アダモでのスチーブン
スの反対意見の考え方に沿って敬譲型を認めている。すなわち、敬譲型は行政
法の基本原則であり（389）、本件のように「規則の主題が技術的かつ複雑で」
ある時は敬譲型が強く働く。行政機関というものはその領域で長い間専門性を
発揮しており、議会における制定法の草案作成や考察に深くかかわってきたの
だとして（390）、敬譲型を正当化する。
　しかし、スチーブンスは、本件の場合には法の規定の文言そのままの意味が
存在するのであり、しかも行政機関の解釈は一定しておらず、敬譲型の適用を
認める余地はないとした。「行政官の法解釈が一貫した模範型であるわけでは
ないことを記すべきである。……［行政官の］立場を法の改正前後で特徴的な
明白性の欠如ということを考えれば、その立場は、議会が制定した文言の簡明
な意味の含み（import）を覆すほど敬譲が認められることには、まずもって
（surely）ならない」（402 n.3）。
　両判事は対立するものの、議会の意思としての制定法の意味が文言及びその
立法経緯から明確に引出すことができれば、独立判断型が適用され、そうでな
ければ敬譲型が適用されるといった考え方は異ならないようだ。
84）　Aluminium Co. v. Central Lincoln Peoples Utility District, 467 U.S. 380（1984）. B で
は判例の引用頁を括弧で示す。
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　C　ニューヨーク公共サービス委員会対ミッドルイジアナガス会社事件 85）
　シェブロン前年のこの事件では、アダモと同じように、敬譲型の適用が否定
されている。スチーブンスが法廷意見を書いている。
　本件では、天然ガス対策法（Natural Gas Policy Act of 1978）に基づく天然ガ
スの販売価格に関する連邦エネルギー規制委員会（Federal Energy Regulatory 
Commission= ＦＥＲＣ）の決定が争われた。原告は天然ガスの源泉を所有する
巨大パイプライン所有者の団体で、パイプラインを所有しない独立したガス井
の所有者（すなわち、パイプラインと提携していない所有者）が享受する同一価
格設定の利益を得るための許可をＦＥＲＣに求めた。この駆引きは「第一次販
売（first sale）」とよばれ、この許可がなされれば、原告に額面だけで何百万ド
ルもの利益がころがることになる。ＦＥＲＣは、原告の請求を退け、原告らパ
イプライン所有者と独立のガス井所有者を同一に扱うことを拒否した。この決
定を不服として提訴されたのが本件である。
　最高裁は 5 対 4 で原告の訴えを認め、ＦＥＲＣの不許可処分を無効にした。
スチーブンスは、「制定法を執行する任を負っている行政機関がなした解釈は
実体的に敬譲を得る資格がある」と敬譲型の存在を認めながらも、本件では、
問題となっている制定法（天然ガス対策法）の文言及び立法経緯から議会の意
思は明らかであるとして、第一次販売についてのＦＥＲＣの解釈は、同法の
「歴史、構造そして基本哲学に反する」とした（339、342-43）。そして議会の意
思は明確に読み取れるとし、同法の目的は、パイプラインの会社に第一次販売
の価格設定を設けることであるから、ＦＥＲＣは説得的な理由なくしては、こ
の議会の意思を無視する権能はないとしたのである（338）。
　ホワイト（ブレナン、マーシャル、ブラックマンが同調）は、本件には敬譲型
が適用されるべきだとする反対意見を表明している。「われわれの仕事は……
最良と考える天然ガス対策法の解釈をなすことではなく、むしろ、当委員会の
85）　Public Service Commission of New York v. Mid-Louisiana Gas Co., 463 U.S. 319
（1983）. C では以下引用頁を括弧に示す。
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解釈（construction）が訴訟を審理する裁判所によって受容されるほど十分に合
理的なものであったかという狭い審理（narrower inquiry）となる」（343）。そし
て法廷意見と同じように、文言及び立法経緯を検討して制定法を解釈した結果、
同法は文言、立法経緯ともに行政機関による解釈を禁止しておらず、ＦＥＲＣ
の解釈が非合理的ではない以上、「相当の敬譲がこの行政機関の解釈に与えら
れなければならない」とするのが法の目的であるとした（350）。
　スチーブンスとホワイトの立場の違いは、文言及び立法経緯から制定法の明
白な意味が読み取れるか、議会の意思は明確であったか、というこれらふたつ
の制定法解釈の資料の判断に起因する。もっとも、両判事とも共通に、制定法
の文言が曖昧であり、議会の意思が明確に読み取れないときは敬譲型になりう
ると認めている。86）
　D　連邦移民局対カルドザーフォンセカ事件（以下「カルドザ」）87）
　シェブロンの直近の判例でも敬譲型が否定された例が存在するなか、88）カル
ドザは興味深い。シェブロンの射程が検討されたことと、シェブロン支持のス
カリアがスチーブンスとは異なるアプローチを示したことが、注目される。
　原告は、1979 年にアメリカに旅行者として入国した 38 才のニカラグア人女
性である。彼女自身、不法滞在であると認めた上で、移民帰化法（the Immi-
gration and Naturalization Act）243 条（h）に基づく国外退去（deportation）命令の
撤回と、亡命法（The Refugee Act）208 条（a）に基づく亡命者としての保護を求
86）　両判事とも、ダイバーが敬譲型の典型とした連邦選挙委員会対民主党上院選挙運
動委員会（前掲注 49））を引用している。
87）　Immigration & Naturalization Service v. Cardoza-Fonseca, 480 U.S. 421（1987）. D
では引用頁を括弧に示す。
88）　シェブロンの敬譲モデルの適用が直接論じられたが、その適用が否定された例と
し て、see, Edward J. DeBartolo Corp. v. Florida Gulf Coast Building & Construction 
Trades Council, 485 U.S. 568 （1988）. 連邦労働関係委員会（ＮＬＲＢ）のなした授権
法の解釈は重要な憲法問題を提起しているので、敬譲型は適用されないとした。同
様に、シェブロンの敬譲型は委任された権限の行使についての決定にのみ適用され
るとして、その適用を否定したものとして、see, Adams Fruit Co. v. Barrett, 494 U.S. 
638 （1990）.
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め、出訴したのが本件である。
　法は、国外退去の外国人で帰国したくない旨を訴えている外国人に対して、
二つの救済を設けている。一つは移民帰化法 243 条（ｈ）であり、法務長官に
対して、国外退去にさせられる外国人が本国に帰国したなら「自分の生命もし
くは自由が脅威にさらされる（life or freedom could be threatened）」ことを証明
したとき、退去命令を撤回できる権限を認めている。この場合、当人は、自分
が本国に帰ったときには虐待される蓋然性を証明しなければならないとされる。89）
今一つは亡命法 208 条（a）で、法務長官が「人種、宗教、国籍、ある特定の社
会集団のメンバーであること、あるいは政治的意見のために虐待を受ける、あ
るいは虐待を受ける確固たる（well-founded）恐れ」があると判断するときは、
当人に庇護（asylum）が認められることになる。
　本件では、亡命法 208 条（a）の確固たる恐れの基準が、移民帰化法 243 条
（h）の脅威の基準と同じものであるのか、両条項はいかなる関係にあるのかが、
制定法解釈の問題として争われた。最高裁（スチーブンス法廷意見）は、243
条（h）の基準は 208 条（a）に基づいて庇護を求める外国人の申請要件であると
する政府の主張を退け、208 条（a）の「亡命者（refugee）」は 243 条（h）の退去
命令の撤回を求める権利を有する外国人より広い者と観念し、議会は別々の概
念構成をしていると判示した。
　スチーブンスは、シェブロンと同様に、まず問題となっている制定法の文言
を見て、さらに議会の意思をたどるために立法経緯にあたる。本件の場合、文
言が明確であるから、解釈は平易であるという。「当該制定法の文言そのもの
（plain language）からわれわれの面前にある問題は解決されるようにみえる。
したがってわれわれは、議会が議会の選んだ文言を通してその意思を表明した
という強い前提を疑うような、“明確に表明された立法意思（clearly expressed 
legislative intent）”が存在するかどうかを判断するために立法経緯にあたるの
である。本件では、制定法の文言から導きだされる法律解釈（conclusion）を
89）　Immigration & Naturalization Service v. Stevic, 467 U.S. 407 （1984）.
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疑う余地は全くなく、その立法経緯は、〔かなりの蓋然性のある〕虐待の厳格で
客観的な規準を満たし得る外国人の庇護の資格要件を制限しようとは決してし
なかったというわれわれの判断に反論しえない（compelling）根拠を加えるも
のになる」（431 n.12）。
　文言の意味が明確で議会の意思がはっきりしている以上、敬譲型が適用され
る余地は生じないとするのが裁判所の考え方である。スチーブンスは、「確固
たる恐れ」と「明確な蓋然性」の規準は同じとする解釈は、行政機関（移民審
判局 Bureau of Immigration Appeals）の解釈にも符合し、行政機関のこうした
解釈には敬譲が与えられなければならないとした政府の主張は退けた。「議会
がこの二つの規準を同一のものとしたのかどうかの問題は、裁判所が判断すべ
き純粋な法解釈の問題である。われわれは、伝統的な制定法解釈の手法にのっ
とり、議会はこの二つの規準を同一のものとはしなかったと判断するのであ
る」と断言する（446）。90）
　そしてシェブロンを検討した後、本件のこの二つの規準が同一であるか否か
の法律問題は、法律の意味を解釈するもの（construction）であって、行政機関
がそうした法的規準を具体的事実に当てはめる解釈（interpretation）の問題と
は全く異なるものであるとした。議会が明示的または黙示的に放任しておいた
曖昧な制定法の文言のギャップを埋める過程で、裁判所は議会が制定法の執行
の任を委ねた行政機関の解釈を尊重しなければならない。しかし、「今日のわ
れわれの仕事はそうしたものよりはるかに狭いものであり、まさに司法権の領
域内に存する。われわれは、確固たる恐れのテストがどのように適用されるべ
きかといった詳細な記述（a detailed description）をなそうとしているのではな
い。その代わりに、われわれは単に、移民判事や移民審判局の二つの規準は同
一であるとした判断が誤りであると判断するだけなのである」という（448）。
　スチーブンスは伝統的手法に従って制定法の文言や立法経緯を見た後、次の
90）　シェブロンは純粋な制定法解釈の問題には適用されないとの立場である。Ne-
guise v. Holder, 555 U.S. 511, 531（2009）（Stevens, J., concurring and dissenting）.
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ように結論づける。「亡命者に最終的に庇護が認められるか否かは法務長官が
判断すべきことで、これは議会が委任したことなのである。しかし、議会は、
送還されれば虐待を受けるかなりの蓋然性を証明できた人に対してそうした救
済（庇護が認められること―筆者）の資格要件を制限しようとは意図しなかっ
たのは明らかであ」る（450）。
　スカリアはこのスチーブンスの法廷意見に同調している。ただし、敬譲型が
適用されないとの結論にであって、制定法解釈のアプローチやシェブロンの理
解では、スチーブンスのそれとは異なる点を表明している。法廷意見は、制定
法解釈の伝統的なツールが回答をもたらすときはいつでも裁判所は行政機関に
反する判断をすべきと述べているけれども、これはシェブロンを骨抜きにする
（evisceration）ものだと批判する（454）。
　スカリアはまず、スチーブンスの制定法解釈理論、すなわち伝統的手法を疑
問視する。スカリアは文言主義であり、裁判官の制定法解釈は文言のみを見る
べきであるとの立場から、本件は法廷意見が述べるように、文言のみで議会の
意思は明確なのであるから、それを確かめるためと称して立法経緯までみて法
解釈の根拠とするのは行き過ぎ（excessive）であるという（453）。シェブロンの
ステップ 1、つまり文言の意味が明確であるかどうかで対立がある。スチーブ
ンスは、シェブロンでステップ 1 の判断は「制定法解釈の伝統的なツール
（traditional tools of statutory construction）」を適用すべきとしている（843 n.9）。
　次に、敬譲型が本件で適用されないとする判断の仕方もおかしいと言う。
「移民帰化庁の“確固たる恐れ”の解釈が敬譲を認められるかの問題について
の多数意見の議論も、きわめて理解に苦しむ。多数意見が全く正当に、移民帰
化庁の解釈は同法の構造とかかる文言の簡明な意味に明らかに符合するもので
はないと結論づけているのであるから、行政機関の解釈に敬譲が認められるか
どうかの議論は、単純に、必要もなければ、正当化する余地もない」（453）。
　スカリアは総じて、本件におけるスチーブンスはシェブロンを曲解している
という。スチーブンスは、制定法の意味の探求（construction）という純粋な法
律問題である限り、裁判所の解釈が優先すると考えているようであるが、その
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根拠（先例等）は薄弱であり、シェブロンでは、当法廷は「固定源」という文
言についてＥＰＡの一般的な解釈に敬譲したのであるから、スチーブンスのこ
の考え方はシェブロンに反することになるという。シェブロンを反故にするよ
うな態度は行政法の基本原則を曲げるものだと述べていて（455）、スカリアの
敬譲型への執着が伺える。
　スチーブンスは次のように述懐している。91）このケースはスカリアとの、制
定法解釈における立法経緯の関連性をめぐる議論の始まりであった。彼はこの
多数意見が制定法の文言よりも立法経緯に依拠したと批判し、さらにより重要
なことに、私が 4 年前に書いたシェブロン法理を誤解していると批判したのだ。
彼はそう批判するけれども、私は、司法権は明白な議会の意思に反する行政権
の解釈を拒絶しなければならないとしたシェブロンの一節に則ったものと確信
している。
5　小括
　行政法の解釈権の所在をめぐる行政機関と裁判所の相克関係は、行政国家に
あって常在する。行政権の第 1 次判断権となる制定法解釈を争うとき、シェブ
ロンが適用されるかどうかは論点となる。92）権威的な法解釈権を権力分立上認
められる司法権が行政機関の授権法規の解釈にどこまで踏み込めるかには、敬
譲型と独立判断型（de novo）の対立するアプローチがある。シェブロンは敬譲
型を確立させアメリカ行政法の理論となるも、その適用はあくまで、制定法解
釈として立法の意思が明確にされないケースが前提である。このモデルが適用
91）　STEVENS, supra note 61 at 228.
92）　行政機関は訴訟でシェブロンが適用されないと主張することができるか。最高裁
の判例はないけれども、下級審では肯定する判例がある。これには、シェブロンは
制定法の意味に関する法理であって、当事者に属する特権とか権利とかではないか
ら放棄できないとの批判がある。Waiving Chevron Deference, 130 HARV. L. REV. 
1249?2019?.
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されるか否かの分水嶺は、その文言の意味が曖昧であるかどうかを読み込める
かの判断にあるといえよう。曖昧であるかどうかといった制定法解釈のアプロ
ーチには、スチーブンスとスカリアのように、微妙な違いが存在する。前者を
立法意思主義（intentionalism、legislative intent）、後者を文言主義（textual-
ism）とレッテルをはられることもある。93）
 ―未完―　　
93）　もっとも、この対立は相対化しており、時代遅れで生産的ではないと批判される。
Molot, supra note 29. シェブロンでのこの対峙を分析したものとして、福永実「ア
メリカにおける制定法解釈と立法資料（7）」広島法学 41 巻 1 号 298 頁、2017 年、参
照。
